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本日お話する事項

１．平時における感染症に対する取組

２．新型コロナウイルス感染症における対応・課題

３．次の新興感染症の発生・まん延時に備えた取組

４．おわりに
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１．平時における感染症に対する取組
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県医師会の体制

郡市医師会との連携

 本会の体制として、役員に「公衆衛生担当」の理事を置き、感染症
対策の推進や、予防接種などの対応に係る取組を実施。

 各郡市医師会は、役員に「郡市医師会感染症・予防接種担当理事」
を置いているため、メーリングリストを作成し、平時から情報提供
及び意見交換を実施。

 また、定期的に開催している「郡市医師会長会議」では、感染症関
係で共有するべき事項があれば、情報共有・意見交換を実施。

感染症対応にかかる医師会の体制
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急増した感染症の注意喚起

子ども予防接種週間

 平成28年における麻しんの集団発生や、平成30年におけるインフルエ
ンザの流行など、感染症の発生状況に応じて、三重県医師会員に対し
て、情報の共有・提供、注意喚起を実施。

 平成15年から日本医師会、日本小児医会、
厚生労働省の３者が主催する「子ども予防
接種週間」を例年３月上旬に実施。

感染症にかかる主な対応①
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各種会議への参画

※令和５年度
「子ども予防接種週間」啓発ポスター

 三重県の審議会等に、本会の代表が参画
し、感染症施策に関する重要な事項の審議
や協議を実施。

○三重県感染症対策連携協議会

○三重県公衆衛生審議会 予防接種部会 等



感染症発生動向調査への協力

 感染症発生動向調査とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律」（以下、「感染症法」という）に基づき、感染症の発
生及びまん延の防止を目的として、感染症に関する情報を収集・分析
し、公表する事業。

感染症にかかる主な対応②
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※イメージ（厚生労働省HPより：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115283.html）

 「全数把握対象疾患」
については、診断を
行ったすべての医師が
届出。

 「定点把握対象疾患」
については、各郡市医
師会から推薦を受け
た、県内72定点医療機
関において、診断を
行った場合に届出。

 報道等で取り上げられ
るような感染症の発生
状況は、この事業に
よって医療現場より提
供された情報を集約し
たものである。

【参考】



２．新型コロナウイルス感染症における対応・課題
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①各種会議の開催・参画

②新型コロナ対応にかかる取組への協力

③新型コロナウイルス感染症対応をふまえた課題
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本会主催の会議の開催

感染対策委員会
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郡市医師会新型コロナウイルス感染症担当理事連絡協議会

 本会における新型コロナウイルス感染症に関する情報共有・意見交
換の場として、令和２年度から令和５年度にかけて計13回開催。

 新型コロナに対する医療機関での診療検査体制や、ワクチンや治療
薬等について情報共有を実施。

 新型コロナ対応にかかる各郡市医師会への情報共有・意見交換の場
として、令和２年度から令和５年度にかけて計８回開催。

 急激な感染拡大となった場合や国・三重県の対応方針が大きく変更
される際などに臨時で開催。

 対応方針の変更に伴う三重県からの説明や、各地域の感染状況の共
有などを行い、本会および郡市医師会の代表者間で意見交換を行っ
た。



日本医師会主催の会議への参画

都道府県医師会新型コロナウイルス感染症担当理事連絡協議会
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 新型コロナウイルス感染症にかかる最新の情報の共有や、厚生労働
省からの説明の場として、日本医師会が主催。

 令和２年から令和５年の間に計39回開催され、本会からも公衆衛生
担当理事をはじめ、関係者が出席した。

 連絡協議会における内容については、必要に応じて三重県医師会員
に共有するとともに、三重県の担当部門等にも共有を行った。



三重県主催の会議への参画

三重県新型コロナウイルス感染症対策協議会
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 新型コロナウイルス感染症にかかる三重県の対応方針を協議する有
識者会議として、令和２年度から令和５年度にかけて、計21回開催
された。

（令和元年度には、当協議会の前身となる「三重県公衆衛生審議会 健
康危機管理部会」が計２回開催された。）

 議長は本会代表が努め、感染症の専門家や、各関係団体の代表、消
防機関の代表など、各分野の代表が参画する場となった。

 当協議会では、県内の感染状況の説明や、三重県の対応方針・取組
等について、専門的な分野からさまざまな意見が交わされたほか、
三重県内の関係団体の情報共有の場となった。
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①各種会議の開催・参画

②新型コロナ対応にかかる取組への協力

③新型コロナウイルス感染症対応をふまえた課題



地域外来・検査センターの設置（令和２年５月～）

地域外来・検査センターとは

 地域の検査体制の強化を図るため、三重県等が郡市医師会等に運営
委託を行い、保健所や医療機関の医師の判断に基づき、依頼を受け
て行政検査（主に検体採取）を行う機関。

 令和２年４月における感染者数の増加に伴い創設された制度。

 各地域において、ドライブスルー方式で診察と検査（検体採取）を
行い、三重県の新型コロナ対応における検査体制の強化に貢献。

 地域によって運営主体はさまざまであったが、本会と三重県が連携
しながら、多くの地域で郡市医師会が協力し、運営を行った。

体制について

※イメージ（当時の県からの説明資料より抜粋） 13



診療・検査医療機関の開始（令和２年１０月～）

診療・検査医療機関とは

 季節性インフルエンザとの同時流行を見据え、限られた医療機関や地域外
来・検査センターだけでなく、地域において、かかりつけ医等の身近な多
くの医療機関で発熱患者等の相談・診療・検査対応ができる体制とするた
めに設けられた制度。

 地域の診療所等において、相談・診療・検査対応を行うことで、新型コロ
ナにかかる三重県の医療提供体制の強化に貢献。

 体制整備にあたっては、県会及び郡市医師会が三重県と協議を重ね、令和
２年10月16日の時点で、354機関が三重県から指定を受けスタートした。

 対応可能な医療機関は順次拡大し、令和５年５月７日時点で、694機関ま
での体制へと拡大した。

 新型コロナウイルス感染症が感染症法上の五類感染症に移行した令和５年
５月８日以降も、段階的な移行期間として、「外来対応医療機関」と名称
を変更し、体制を継続した。

（令和６年３月31日をもって終了、最終的に806医療機関が指定されてい
た。）

体制について

14



診療・検査医療機関における相談・受診の流れ

※イメージ（第５回三重県新型コロナウイルス感染症対策協議会 資料2-1より抜粋）
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診療・検査医療機関の指定機関数の推移

診療・検査医療機関の指定機関数の推移

 令和２年10月16日にスタートして以降の診療・検査医療機関の指定機
関数推移は以下のとおり。（令和５年５月７日まで）

 各郡市医師会や三重県とも連携のうえ、継続的に体制強化を行った。
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診療・検査医療機関における検査体制

検査体制の強化

 令和２年５月に有症状者の確定診断時において抗原定性検査の利用が可
能となったこともあり、診療・検査医療機関においても抗原定性検査
キットを活用し、地域においてより広く検査を行うことができる体制と
なった。

※右図は「新型コロナウイルス感染症（COVID-
19）病原体検査の指針（第６版）（令和４年12
月22日改訂）」より抜粋

 核酸検出検査（いわゆるPCR検査等）について
は、検査機器等を配置する必要があり、保健環境
研究所等の検査機関や基幹病院等の医療機関を中
心に実施する検査である。

 抗原定性検査については、キット等を活用し、そ
の場で簡便かつ迅速に検査結果が判明する検査方
法であり、地域の診療所をはじめとした医療機関
において一番活用された方法である。

 一方で、抗原定性検査は核酸検出検査と比べ、開
発・承認に時間を要するため、新型コロナ対応で
は、幅広い医療機関で抗原定性検査を活用した検
査体制を整備するために一定の期間を要した。

【参考】
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ワクチンの接種体制の整備等（令和２年１２月～）

ワクチンの接種体制の整備

 令和２年12月以降、医療従事者等向けの接種に向けた、新型コロナ
ワクチンを保管するディープフリーザーの配置や、接種会場の調
整、接種対象者の確認に際して、本会および各郡市医師会は、接種
における課題等も伝えながら、三重県・市町と協議を実施。
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ワクチン接種の開始

 令和３年３月から県内の医療従事者への優先接種を開始。

 同年４月には、高齢者向け接種を開始し、同年７月末までの接種完
了をめざし、三重県・市町と連携し接種体制の強化を図った。

 県営集団接種会場の設置等にあたっては、会場の検討や接種体制に
ついて三重県と協議を実施し、対応を検討した。

 複数回実施された追加接種等についても、適宜、各郡市医師会とも
連携しながら、三重県と対応方針を協議した。



自宅療養者への対応（令和３年４月～）

自宅療養者の発生

 令和３年４月には、三重県の方針により、入院が必要な重症患者や
中等症患者等への対応を重点的に行うとともに、患者本人にとって
適切な場所での療養を確保する観点から、入院を経ずに自宅で療養
を行うことが可能とされた。
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自宅療養者への対応

 自宅療養者への支援体制を強化するため、三重県と本会および郡市
医師会が連携し、地域の実情に応じて、パルスオキシメーターを診
療所等で貸し出す取組を実施。

 令和４年１月には、自宅療養者への診療や、薬局・訪問看護ステー
ション等との連携などについて本会も協議に加わり整理した、「自
宅療養者への対応に係る医療機関向けマニュアル」を策定し、関係
者間で共有を行った。



高齢者施設への医療提供（令和４年８月～）

高齢者施設への医療提供

 令和４年のオミクロン株の流行に伴い、高齢者施設等での感染拡大
が頻発し、課題となったことから、高齢者施設等において、施設医
等のみでの対応が困難となった場合に、他の医療機関の医師が医療
提供を行う仕組みを構築。

 構築にあたっては、三重県と頻回に協議し、各郡市医師会とも連携
しながら、対応可能な医療機関を募った。
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※イメージ
（第16回三重県新型コロナウ
イルス感染症対策協議会 資
料３より抜粋）



罹患後症状への対応（令和５年４月～）

罹患後症状の診療を実施している医療機関一覧

 新型コロナウイルス感染症に罹患し、一定期間経過したにも関わらず、症
状が長引いたり、新たに症状が出現したりするなど、罹患後症状（後遺
症）がみられる場合がある。

 その際、かかりつけの医療機関がない場合や、かかりつけの医療機関が罹
患後症状の診療に対応していない場合に、医療機関を探すことができるよ
う、本会との協議のうえ、各医療機関の協力のもと、三重県によって、罹
患後症状の診療を実施している医療機関一覧が作成され、ホームページで
公開された。

 なお、五類感染症となった現在においても罹患後症状に悩まれる方がい
らっしゃることから、引き続き三重県のホームページで掲載されている。
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（URL：https://www.pref.mie.lg.jp/YAKUMUS/HP/m0068000150.htm）



各医療機関での円滑な診療に向けた取組（随時）

集合契約の締結

 PCR検査を多数の医療機関で実施できるようにするため、本会が三
重県との間で集合契約を締結。

 ワクチン接種について、各郡市医師会の医療機関において実施でき
るようにするため、本会が日本医師会との間で集合契約を締結。
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支援物資の分配

迅速な情報共有の実施

 新型コロナの感染状況に応じて、メーリングリスト等を活用し、本
会役員及び郡市医師会予防接種・感染症担当理事と情報共有・注意
喚起を実施。

 日本医師会等から提供のあった医療従事者や医療現場への衛生資材
等については、遅滞なく郡市医師会等へ分配を行った。
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①各種会議の開催・参画

②新型コロナ対応にかかる取組への協力

③新型コロナウイルス感染症対応をふまえた課題



新型コロナウイルス感染症対応をふまえた課題

 戦後の日本において経験のない新型コロナウイルス感染症によるパン
デミックは、本会をはじめとした関係団体や、行政がこれまで想定し
てきた感染症危機とはかけ離れており、準備不足であった。

 また、これまで、感染症有事には、一定規模の病院を中心とした対応
となることが一般的な認識であり、地域の幅広い医療機関における体
制整備に時間を要したことも課題であった。
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今後の感染症対応

パンデミックへの準備不足

 令和５年５月８日以降、新型コロナウイルス感染症は五類感染症に
位置づけられたものの、決して収束したわけではなく、今夏におい
ても感染拡大しているように、現場での対応は継続している。

 しかし、感染防止対策等にかかる支援は限りなくないに等しく、現
場での負担は増加している状況にある。



３．次の新興感染症の発生・まん延時に備えた取組
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①三重県感染症予防計画の改定

②三重県との医療措置協定の締結

③三重県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定

④研修等への参加



三重県感染症予防計画の改定①

 新型コロナ対応においては、パンデミックを想定した地域医療における役
割分担や関係機関の連携体制等が整備されておらず、必要な保健・医療提
供体制の確保に時間を要したことから、次の新興感染症の発生・まん延時
において、的確に保健・医療提供体制を整備できるようあらかじめ準備を
進めておく必要がある。

 このことから令和４月12月の感染症法の改正により、予防計画の改定が求
められた。
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三重県感染症予防計画の概要

改定の背景・経緯

位置づけ 感染症の予防のための施策の実施に関する計画

主な記載内容
・感染症全般に係る予防やまん延防止のための施策
・新興感染症等に係る医療提供体制の構築のための施策

改定時期 令和６年３月

対象とする感染症 感染症全般

有識者会議
三重県感染症対策連携協議会
（本会代表も委員として参画）



三重県感染症予防計画の改定②
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改定のポイント

① 記載項目の充実

 新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組をふまえ、次の感染
症危機に備えるため、保健・医療提供体制に関する記載事項を充実する
こと。

② 数値目標の設定

 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感染症の発生を予防し、
又はそのまん延を防止するための措置に必要なものとして厚生労働省令
で定める体制の確保について、数値目標を定めること。

③ 保健所設置市等の予防計画の策定

 都道府県の計画をふまえ、保健所設置市等においても新たに平時に予防
計画を策定すること。



ポイント① 記載項目の充実

29

保健・医療提供体制に関する記載事項の充実
（国の基本指針の改正（R5.5.26）により都道府県感染症予防計画に追加記載が必要な事項）

※令和５年度第１回三重県感染症対策連携協議会 資料２より抜粋

 「７ 患者の移
送」や「９ 宿泊
施設の確保」など、
従来の感染症予防
計画に求められた
内容に比べ、記載
する必要がある内
容が大幅に増加し
た。

 結果的に改定後の
計画は、従前の計
画と比較し、倍以
上の記載量となっ
ている。



ポイント② 数値目標の設定
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※１ 令和５年度第１回三重県感染症対策連携協議会 資料３より抜粋

※２ 感染症法に基づく協定（県と医療機関等との間で締結）による担保
する数値目標

※２



ポイント② 【参考】数値目標のイメージ
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※ 令和５年度第１回三重県感染症対策連携協議会 資料３より抜粋
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①三重県感染症予防計画の改定

②三重県との医療措置協定の締結

③三重県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定

④研修等への参加



医療機関等との協定締結について

33

※ 令和５年度第１回三重県感染症対策連携協議会 資料２より抜粋

 国からは、令和６年９月末までを目途に締結事務を進めることが求められ
ているとのこと。



医療措置協定の締結状況について

34

 医療措置協定の締結事務を進めるにあたっては、三重県と本会が協議を頻
回に重ねながら対応方針を検討し、各郡市医師会にも情報共有を行うとと
もに、各医療機関に対して丁寧に説明を行うよう三重県に要請。

協定締結の実施

締結状況について

 病院、診療所等との協定締結事務については、おおむね完了。

 なお、本会に関係して、「発熱外来」を内容とする協定を締結している医
療機関は642医療機関（令和６年６月１日時点）となっており、数値目標
に対して約93％となっている。（全国的にみても優秀な成績となってい
る。）
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①三重県感染症予防計画の改定

②三重県との医療措置協定の締結

③三重県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定

④研修等への参加



新型インフルエンザ等対策政府行動計画の概要

36

※ 第１回新型インフルエンザ等対策推進会議（R5.9.4） 資料４より抜粋
※２ 今回の改定では、様々な感染症に対応するという主旨から、流行規模・被害想定は設定されていない。

※２



政府行動計画と基本的対処方針の関係について

37

※ 第１回新型インフルエンザ等対策推進会議（R5.9.4） 資料４より抜粋



新型インフルエンザ等対策行動計画の経緯

38

※ 第１回新型インフルエンザ等対策推進会議（R5.9.4） 資料４より抜粋

（政府行動計画をふまえ、「三重県新型インフルエンザ等対策行動計画」
を平成25年に策定している）



新型インフルエンザ等対策政府行動計画の改定の概要

39
※ 第12回新型インフルエンザ等対策推進会議（R6.4.24） 資料２－１より抜粋



三重県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定

40

 令和６年７月２日の「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」の閣議決
定を受け、三重県においても行動計画を改定する必要がある。

 改定にあたっては、本会の代表も参画する「三重県感染症対策連携協議
会」で議論する方向性と聞いており、本会としても三重県の計画が実用的
なものとなるよう協力していく。

三重県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定
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①三重県感染症予防計画の改定

②三重県との医療措置協定の締結

③三重県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定

④研修等への参加



日本医師会主催の研修への参加

42

 診療所の新興感染症に対する総合力を一層高めるため、都道府県医師会等
のために行うモデル研修として、日本医師会が主催する「診療所における
新興感染症対策研修プログラム」（令和６年３月２４日開催）に本会役員
が参加。

 受講者が、都道府県医師会等において、次の感染症のまん延時を想定し
た、診療所における感染症対策・発熱外来・自宅療養者居宅への往診、訪
問診療等での感染症対策研修の企画・実施に必要な知識・知見・技術を身
に着けることを目的とされた。

 動画による講義視聴や、標準予防策、PPE（個人防護具）の着脱などの実
習を行った。

 当該研修の経験もふまえ、本会としても本会会員への研修の実施を検討す
るなど、診療所における感染症対応力の強化を図っていきたい。

診療所における新興感染症対策研修への参加



４．おわりに

43



感染症対応で重要だと感じること

44

 新型コロナ対応では、想定外の事態が多く、さまざまな体制を整備するの
に非常に時間を要した。

 今後の感染症危機などに向け、感染症発生時における訓練を平時のうちか
ら実施することや、協定締結に基づく体制を確認しておくなど、新型コロ
ナ対応もふまえ、事前の準備をしておくことが非常に重要であると考え
る。

感染症対応における事前の準備の重要性

関係機関間の連携体制の重要性

 感染症対応については、三重県をはじめとする行政側と、本会などの医療
関係団体、消防機関など、さまざまな関係者が密接に関係する。

 新型コロナ対応においては「新型コロナウイルス感染症対策協議会」のよ
うな会議等で連携を行ってきたところだが、今後の感染症危機においても
関係機関間の連携体制は非常に重要であり、新型コロナ対応で培った関係
性を維持しつつ、平時から情報交換を行えるような関係機関間の連携体制
を継続していくことが重要であると考える。


